
（令和8年用）

　　なお、町営住宅は築３０年から５０年が経過しているため、老朽化して

　　おります。住宅を見ていただき、現状での入居となりますので、ご理解

　　いただいたうえで申し込みをしてください。

　　 大河原町営住宅

町 営 住 宅
申し込みのしおり

◆申し込み方法
　　◎大河原町役場　地域整備課　窓口受付となります。

大河原町役場　地域整備課

宮城県柴田郡大河原町字新南１９
(（０２２４）５３－２４４５

◆申し込みにあたってのご注意
　◎このしおりをご覧いただき、申し込み資格、条件等を確認のうえ申し込み

　　ください。

　◎申し込みされる住宅については、募集住宅が記載されている別紙から

　　お選びください。
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  この“申し込みのしおり”は町営住宅の入居者を募集する際の

入居資格・基準等についての説明をしております。

　町営住宅の申し込みをされる場合、収入基準をはじめ、様々な制限

がありますので、この“申し込みのしおり”を最後までお読みになっ
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申し込み
できません

申し込み
できません

申し込み
できません

申し込み
できません

申し込み
できません

申し込み
できません

申し込み
できません

申し込み資格確認フローチャート（あなたは申込み資格がありますか？）

住宅に困っていますか？（持ち家をもっている場合、契約時までに
家を処分したことが「売買契約書や登記簿謄本等」で確認できる。）

町税等（上下水道等使用料）を、すべての年度で滞納していない。

申し込み世帯員の中に暴力団員はいない。

夫婦や親子を主体とした家族である。（世帯を不自然に分割していない。）

５ページの「単身で申し込む場合」の
１～５の条件に該当しますか。

現在、申し込みする方全員が無職である。

６～１１ページをご覧になり、計算してください。所得がない。
（収入が少ない）

月額所得が 月額所得が

－ 1 －

１５万８千円以下 ２１万４千円以下
ですか？ ですか？

４ページの「裁量階層世帯」に該当しますか？

申し込みできます。
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　※この時点では仮申し込みとなります。

※書類が不十分の時は、受付できない場合があります。

（ 地 域 整 備 課 窓 口 受 付 ）

抽 選 会 に て 当 選

 　　　　　　　転入（転居）手続き後、１週間以内に入居届を提出して下さい。

　　　　　　　　　　　（家族全員の住民票を添付※ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ提出により省略可）

（資格審査がとおったら）「入居許可書」発行

「入居可能日通知書」送付

「入居許可書」発行日から１０日以内に敷金を納入

入居可能日から原則７日以内に入居し、家賃を日割り計算により納付後、カギの引き渡し。

審査に必要な書類提出　　（原則２週間以内に提出）　　⇒　　資格審査

町営住宅募集の申し込みから入居まで

入 居 申 し 込 み

個人情報の取扱いについて
　　町営住宅の入居申し込みで知り得た個人情報については、入居資格審査及び町営住宅

の管理運営の目的以外に使用することは有りません。

　　なお、入居者資格については関係機関に照会することがあります。

－ 2 －

    ます。このような場合には、ご自身で団地以外に駐車場を確保していただくことになります。

となります。また上階入居者などの近隣住宅からは生活音が聞こえますが、共同住宅であるため、

     やむを得ないことをご理解ください。

    なお、団地内に違法駐車された場合は、レッカー車により移動されることもあります。

３　騒音を無神経に発生させる。また生活音に理解なく過剰に反応する。

※町営住宅は住居が隣接する共同住宅です。無神経に騒音を発生させることは近隣入居者の迷惑

 ※町営住宅の駐車場の契約は、原則として１世帯１台となります。また、駐車場がない住宅もあり

となり、住宅明渡しの対象ともなりますので、念頭においてお申込みください。

町 営 住 宅 は 、 共 同 で 生 活 す る 場 で あ る た め 、 入 居 者 の 皆 さ ん が 協 力 し て 快 適 な 団 地 生 活

が で き る よ う 様 々 な ル ー ル が あ り ま す 。 次 の こ と を 守 れ な い 方 は 、 周 囲 と の ト ラ ブ ル の 原 因

１　犬猫等の動物飼育（餌付けを含む）はできません。

２　車は契約駐車場以外の敷地、通路等には駐車できません。



　　　※税金等の未納がある方は保証人になれません。

　   険につきましては、ご自分で保険をかけてください。

　　　※連帯保証人がいない場合は、住宅入居の許可ができません。

　⑵　家賃の３か月に相当する敷金を納入すること。

４．自家用車をお持ちの方へ

　⑶　入居許可時点で単身になった場合（ただし、単身申込入居有資格者を除く。）

　⑴　下記の資格を有する連帯保証人を２名たてること。

　　〇独立生計を営み、かつ課税所得者であること。

　⑹　税金等（上下水道使用料も含む。）の未納がある方。（過年度も含む。）

　⑷　計算した申込家族の月収額が一般階層世帯については１５８，０００円を超えるとき。

　　　裁量階層世帯については２１４，０００円を超えるとき。

　⑸　申し込みは１世帯につき１住宅だけとし、重複申込みはすべて失格となります。

３．入居する全ての方は、入居契約時に次の手続きが必要です。

　　〇原則として町内在住であること。

　　で応募する際ご注意ください。なお、駐車場の契約は原則として1世帯1台となります。

団地及び駐車場が満杯の団地に入居される方は、ご自分で他の駐車場を確保の

　　うえ、入居して頂くことになります。

⑴ 募集する団地により駐車場を確保している団地と駐車場がない団地がありますの

⑵ また、団地内は指定駐車場以外の場所は駐車禁止となりますので、駐車場のない

　　（2台目希望の場合はご相談ください。ただし月の駐車料は1台目1,000円、2台目以降は3,000円となります。）

－ 3 －

　⑶　駐車スペース内に収容できない車の契約は、お断りしますのでご注意ください。

　⑶　退去される時の畳・襖等の張替修繕等は、入居者の負担となります。

　　る場合は「バランス式ガス風呂釜」をお取り付けください。（住戸によって向きが異なります。）

５．その他

⑴ 住宅には照明器具、浴槽、風呂釜湯沸かし器が付いていません。風呂釜を取付け

　⑵　町営住宅では、犬・猫・鳩等の動物は飼えません。

　⑷　町営住宅では、火災保険には入っておりますが、家財は補償されませんので、家財保

２．次のような方は、申し込まれても失格となります！

　⑴　申し込み（入居）資格要件に欠けているとき。

　⑵　申込書に不正の記載があったとき。

申し込みされる方へのご注意

１．次のような方は、申し込めません！

　⑴　世帯を不自然に分割した方。

　⑵　団地で円滑な共同生活ができない方。



（１）申込日現在、６０歳以上で構成された世帯

（２）入居申込高齢世帯と扶養親族１８歳未満で構成された世帯

（１）小学校就学前の子供がいる世帯

（１）障害のある方がいる世帯

①身体障害手帳（１～４級）

②精神障害者保健福祉手帳（１～３級）

③療育手帳（Ａ～Ｂ判定）

（２）その他

①戦傷病者　②原子爆弾被爆者　③5年以内の引揚者　④ハンセン病療養所入所者等

２．税金等（上下水道使用料）を滞納していない方。

町営住宅申し込み資格について

◎世帯で申し込む場合

月収158,000円以下

であること

７ページで計算後

月収214,000円以下

であること

（必須条件）

現在同居中、又は同居予定の親族がいること。

（同居予定者が婚約者の場合は、３か月以内に入籍のうえ同居しなければなりません。）

申 し 込 み 資 格

１．現在持ち家がなく、住宅に困っていることが明らかな方。

　以上の資格に該当される方は、ご自身の状況に合わせ次の項目を確認してください。

世帯で（又は婚約で）申し込む場合

２人以上で
申し込みの場合

３．暴力団員でないこと（入居予定の親族も含みます）

………………………………　そ　の　う　え　で　………………………………

１．高齢世帯

２．子育て世帯

７ページで計算後

［ 収入基準 ］　一般階層世帯 ［ 収入基準 ］　裁量階層世帯

３．障害のある方等を含む世帯

あなたの世帯が１～３の条件の
どれにも該当しない場合

あなたの世帯が１～３の条件の
いずれかに該当する場合

－ 4 －



（１）障害のある方

①身体障害手帳（１～４級）

②精神障害者保健福祉手帳（１～３級）

③療育手帳（Ａ～Ｂ判定）

（２）その他の方

①戦傷病者　②原子爆弾被爆者　③5年以内の引揚者　④ハンセン病療養所入所者等

であること であること

－5 －

３．配偶者等からの暴力被害者の方

［ 収入基準 ］　一般階層世帯 ［ 収入基準 ］　裁量階層世帯

７ページで計算後 ７ページで計算後

月収158,000円以下 月収214,000円以下

４．障害等がある方

あなたの世帯が２又は３の
条件に該当する場合

あなたの世帯が１又は４の
条件に該当する場合

１．高齢の方（申込日現在で、６０歳以上の方）

２．生活保護を受けている方

町営住宅入居者の特例について

◎単身で申し込む場合

申 し 込 み 資 格

１．現在持ち家がなく、住宅に困っていることが明らかな方。

２．税金等（上下水道使用料を含む）を滞納していない方。

３．暴力団員でないこと

　以上の資格に該当される方は、ご自身の状況に合わせ次の項目を確認してください。

単身で
申し込みの場合

単身で申し込む場合

以下のいずれかに該当している必要があります。

入居後に常時の相談体制や緊急時における医

療機関等の地域における支援が可能であること

が入居の前提となります。



控 除 名 控 除 の 内 容 控 除 額

１ 親 族 控 除  同居する親族（申込本人は除く）及び遠隔地  １人につき  380,000円×（　 ）人

 扶養親族（婚約者も含む）

100,000円×（　 ）人

所得が100,000円

未満の場合はその額

３ 老人配偶者控除  控除対象配偶者及び扶養親族のうち年齢  親族控除のほかに  100,000円×（　 ）人

老 人 扶 養 控 除  70歳以上の方  １人につき

４ 特定扶養親族控除  扶養親族のうち16歳以上23歳未満の方  親族控除のほかに  250,000円×（　 ）人

 （配偶者を除く）

 １人につき

以下のすべてを満たす場合

(1)事実上、婚姻関係にある人がいない 350,000円×（　 ）人

(2)子を扶養している（子の総所得48万円以下） 所得が350,000円

(3)合計所得が500万円以下の方 未満の場合はその額

 ※事実婚の方は対象外

以下のいずれかを満たす場合（ひとり親に該当しない）

（　女性　）  １人につき  270,000円×（　 ）人

所得が270,000円

未満の場合はその額

 ※事実婚の方は対象外

７ 障 害 者 控 除
障害者手帳（身体・精神・療養）の交付がされて
いる方がいる場合　※特別障害者控除以外

親族控除のほかに1
人につき

 270,000円×（　 ）人

（申込本人を含む）

400,000円×（　 ）人

（申込本人を含む）

控除合計金額 円

(2)夫と死別した後婚姻をしておらず、合計所得
金額が500万円以下の方（扶養親族の要件は
なし）

５ ひ と り 親 控 除

重度の障害のある方がいる場合
（身体１～２級、精神1級、療育Ａ判定）

特別障害者控除８
親族控除のほかに1
人につき

－ 6 －

各種控除の内容及び控除額
　（１の遠隔地扶養親族及び２～８の控除については、所得税法の規定に該当されている方となります。）

※年齢は申込日現在の満年齢です。

 給与所得又は公的年金等に係る雑所得を有
する方

(1) 夫と離婚した後婚姻をしておらず、扶養親
族がいる方で合計所得金額が500万円以下の
方

１人につき

２ 基 礎 控 除  １人につき

６ 寡 婦 控 除



※収入額ではなく、所得額を記入します。

円

さんの所得

さんの所得

さんの所得

－ 7 －

収　入　計　算　書

Ｅ ・ Ｆ は ４ 、 ５ ペ ー ジ の

裁量 階層に該当した世帯

 のみの基準です。

÷ 12 ＝

　●入居申し込みをする場合の収入は、収入のある方全員の所得の合計金額が対象となります。

（所得の調べ方）

〇給与所得者 ： 現 職 場 に前々年の12月以前から勤務した方……８ページ

　　　　　　　　　　  現 職 場 に前年の1月以降に勤務した方…………９ページ

Ｆ

家賃ランク計 算 後 の 月 収 額

円

一

般

階

層

裁

量

階

層

１２３，００１　～　１３９，０００ 円

１０４，００１　～　１２３，０００ 円

０　～　１０４，０００ 円

１３９，００１　～　１５８，０００ 円

１５８，００１　～　１８６，０００ 円

１８６，００１　～　２１４，０００ 円

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

控除合計金額

本 人 の 所 得

Ｅ

円

課税所得

合計年間所得金額

円

〇事業所得者 ： 現在の事業を前々年の12月以前から開始した方…１０ページ

　　　　　　　　　　　現在の事業を前年の1月以降に開始した方………１０ページ

あなたの世帯の月収額

円

-

〇年金所得者 ： 年金所得の方 ………………………………………１１ページ

円

円

円



千 円 千 円 千 円 千 円

老人 その他

有 無
従

有

従

無 人 従人 内 人 従人 人 従人 内 人 人 内 千 円 千 円 千 円 千 円

円

Ａ

一年間の所得額の調べ方

給与所得の方Ａ 令和6年12月以前から引続き勤務されている方(パート・アルバイト含む)

●勤務先発行の令和7年分（令和7年1月～令和7年12月分）源泉徴収票

給与所得の源泉徴収票

支　払
を受け
る　者

住
所
又
は
居
所

氏
　
　
　
名

（受給者番号）

（フリガナ）

（役職名）

百万

* *** ***

種　　　　別 支　払　金　額 給与所得控除後の金額 所得控除の額の合計額 源泉徴収額

障害者の数（本人を除く） 社 会 保 険 料

百万 百万 百万

生 命 保 険 料 損 害 保 険 料 住 宅 取 得 等

 の有無等 控 除 の 額 特定 老人 その他 特別 等 の 金 額 の 控 除 額 の 控 除 額 特 別 控 除 額

 控除対象配偶者 配 偶 者 特 別 扶養親族の数（配偶者を除く）

千 円

（摘要） 配偶者の合計所得 千 円

円
1年間の所得

　７ページ課税所得へ

●市町村発行の令和7年分（令和7年1月～令和7年12月分）の総所得金額を記載してある証明書（Ａ・Ｂいずれか使用）

令和8年度（令和7年分） 町 ・ 県 民 税 課 税 証 明 書

氏　名 住　所

所得内訳 収入等明細内訳
所得控除の内訳

種類 金額 種類 金額

以下余白 生命保険料控除 基 礎 控 除

給与所得 社会保険料控除

以下余白 損害保険料控除 以下余白

以下余白

Ｂ

◎この通知書に記載さ れた事項について不 服がある場合 は、こ の通知書を受 け 取 っ た日 の翌 日から 起 算し て60 日以 内 に町 長 に対 して 審議

円
（1年間の所得）

７ページ課税所得へ
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勤

労

学

生損 害 保 険 料 基 礎

寄 附 額 所 得 控 除 合 計 ②

特

障

他

障

老

年

者

寡

婦

特

寡

寡

夫

そ

の

他

同

障

特

障

他

障

夫

有

未

成

年

者

繰

越

損

失

生 命 保 険 料 扶 養 控

配

老

配

特

定

同

老

老

人

小規模企 業 共 済 配 偶 者 特 別

社 会 保 険 料 配 偶 者

課

税

標

準

総 所 得 ③

株 式 等 の 譲 渡

そ の他 の所 得 計

所

　

得

　

控

　

除

雑 損 山 林 所 得

医 療 費 障 ・ 老 ・ 寡 ・ 勤

所 得 区 分 分 離 長 期 譲 渡

総 所 得 金 額 ① 土 地等 の事 業等

給 与 所 得 ******** 以 外 の 合 算 分 離 短 期 譲 渡

配

当

給

与

雑

譲

渡

・

一

時

令和５年度　　市民税・県民税　　特別徴収税額の通知書　（納税義務者用）

所

　

得

給 与 収 入 主 た る 給 与
営

業

農

業

他

事

不

動

利

子

令和8年度



住　　所

氏　　名

年　月 手当 手当 手当 手当 計

円 円 円 円

* * * *

計 * * * * * *

年　月

年　月

合　計

㊞

7ページ課税所得へ
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年間総所得金額

円

1,900,000円以上～ 3,600,000円未満

3,600,000円以上～ 6,600,000円未満

6,600,000円以上～ 8,500,000円未満

　　8,500,000円以上 年間総収入金額 　- 　1,950,000円

※次の収入から

　所得を計算します。

年間給与収入金額 　　　年　　間　　総　　所　　得　　金　　額

　　　　　　　　　　　　0円以上～　651,000円未満　　

※総収入金額から、総所得金額を計算する方法

0円

  　651,000円以上～ 1,900,000円未満

* * * * *

代表者氏名

4　賞　　　与 　　　　上記のとおりであることを証明します。

円 募集の前月が

令和　　　年　　　月　　　日 最後の月になります

円

＋本　俸

円

（賞与）

3 支 給 総 額

円

÷ か月×
12
か
月

*　給与明細書等を確認して記入ください。（手取り
の金額ではありません。また、非課税の通勤手当は
計算に含めません。）

1 採 用 年 月 日 *　支給額が１か月にならないときは、計算に含めま
せん。

2 扶 養 親 族
配  偶  者  控  除 　　　有　　・　　無　　（いずれかを○でかこむ）

その他扶養親族数 　　　　　　　　　 人

給与所得の方Ｂ 令和7年1月以降に就職された方（パート、アルバイト含む）

●勤務先発行の給与支払証明書
　この給与支払証明書は、申込みされる方が収入額
を計算していただくため、記載しております。

　当選後必要な書類となりますが、申込みする際は
提出不要です。給　　与　　支　　払　　証　　明　　書

年間総収入金額　－　650,000円

A　×　2.8　-　80,000円

A　×　3.2　-　440,000円

年間給与収入金額 　÷　 4 　=　 A
（1,000円未満切り捨て）

年間総収入金額 　×　 0.9　 - 　1,100,000円



〒 -

男 女

㋐ ⑯

㋑ ⑰

㋒ ⑱

㋓
区

分 ⑲

㋔
区

分 ⑳

㋕
⑪
⑬

㋖
区

分

⑮
⑰

㋗ ⑱

㋘ ⑲

㋙ ⑳

㋚ ⑪

① ⑫

②
区

分 ⑬

③ ⑭

④ ⑮

⑤ ⑯

⑥ ⑰

⑦ ⑱

⑧ ⑲

⑨ ⑳

⑩ ⑪

⑪ ⑫

⑫ ⑬

⑬ ⑭

⑭ ⑮

⑮
区

分 ⑯

⑯ ⑰
⑰

⑱ ０ ０ ０ ０ ⑳
⑲

⑳ ０ ０ ０ ０ ⑪

⑪ ０ ０ ０ ０
⑫ ０ ０ ０ ０
⑬ ０ ０ ０ ０
⑭ ０ ０ ０ ０
⑮

［月別収支内訳］ *

年間差引純利益額

×12か月

円

* * * * *

7ページ課税所得へ
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　　　令和　　　年　　　月　　　日

月

円

（1年間の所得）

１か月にならないときは、
計算に含めません。

円
÷

か月

計（ロ）

支出の部

（イ－ロ）

7ページ課税所得へ

（事業所得者用）

収　　支　　明　　細　　書

令 和 7 年 1 月 以 降 に 開 始 の 方

月

事業所得の方Ｂ

※募集の前月が最後の月になります。

計

※　月

月

月

月

月

月

月

月

月

合 計

所

得

か

ら

差

し

引

か

れ

る

金

額

配偶者特別控除

扶 養 控 除

勤労学生・障害者控除

配 偶 者 控 除

寡婦・寡夫控除

地震保険料控除

寄 付 金 控 除

社会保険料控除

小規模企業共済等掛金控除

生命保険料控除

基 礎 控 除

受
取
場
所

還
付
さ
れ
る
税

金

銀行　　　　　金
庫・組合

農協・漁協

延

納

の

届

出

青色申告特別控除額

総合譲渡・ 一時

雑 所 得 ・ 一 時 所 得 の
源泉徴収税額の合計額

申告期限までに納付する金額

申告期限までに納付する金額

延納届出額

配 当

配偶者の合計所得金額

給 与

専従者給与（控除）額の合計額

雑

そ
の
他

合 計

雑 損 控 除

医 療 費 控 除

変動・臨時所得金額

還付される税金

平均課税対象金額

未納付の所得税及び復
興所得税源泉徴収税額

本年分で差し引く繰越損失額

総

合

譲

渡

短 期
再 差 引 所 得 金 額
( ○ － ○ － ○ )長 期

所

得

金

額

事
業

営 業 等

申 告 納 税 額

農 業

予 定 納 税 額

不 動 産

第３期分
の 税 額
(○－○)

納める税金

利 子

不 動 産 配 当 控 除
税

金

の

計

算

給 与 政党等寄付金特別控除

雑
公 的 年 金 等

差 引 所 得 金 額
(○－○－○－○

そ の 他

復興特別所得税
額

一 時

源 泉 徴 収 税 額

災害減免額

特 農
の

特農 番号

収

入

金

額

等

事
業

営 業 等
課 税 さ れ る 所 得 金 額
( ○ － ○ ) 又 は 第 三 表

（単位は円） 種類 青色 分離 損失 修正

利 子

配 当

農 業
上の○に対する税額又
は 第 三 表 の ○

世帯主との続柄

平成　　年

１月１日の住所

生年
月日

電話
番号

自宅・勤務先・携帯

㊞
又　は
事業所
事務所

居所など

氏 名

性別 職業 屋号・雅号 世帯主の氏名

年分の所得税の 申告書Ｂ
年 月 日

住所 ﾌﾘｶﾞﾅ

令和6年12月以前に開始

事業所得の方Ａ 令和7年分の所得税の確定申告書（控え）または、市町村発行の

令和7年分の総所得金額を記載してある証明書（1１ページ参照）

●令和7年分の所得税の確定申告書

税務署長
令和

住宅借入金
(所得)等特別

住宅耐震改修特別控除

所得税及び復興
特別所得税の額

外国税額控除

本店・支店
本所・支所

郵便局
預金
種類

口座番
号

1 事 業 及 び 事 業 内 容

2 事 業 所 の 所 在 地

3 事 業 開 始 年 月 日

収入の部

計（イ）

月

差引純利益



円 円

特 別 その他の

障害者 障害者

有 無

(A)×0.85－68万円5,000円

(A)×0.85－68万円5,000円

氏　名
住
所

（1年間の所得）

円

7ページ課税所得へ
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以下余白

以下余白 生命保険料控除 以下余白

以下余白 損害保険料控除

種類 金額

給与所得 *****

1,000万円以上 (A)－195万5,000円

●市町村発行の令和7年分の総所得金額を記載してある証明書

令和8年度（令和7年分） 町 ・ 県 民 税 課 税 証 明 書

所得内訳 収入等明細内訳
所 得 控 除 の 内 訳

種類 金額

社会保険料控除 基礎控除

330万円以上　　410万円未満 (A)×0.75－27万円5,000円

以上の方 410万円以上　　770万円未満 7ページ課税所得へ

110万円以下 0円とする

円年齢65歳 110万円超　 　　330万円未満 (A)－110万円

770万円以上　　1,000万円未満 (A)×0.95－145万円5,000円

1,000万円以上 (A)－195万5,000円 （1年間の所得）

60万円以下 0円とする

年齢65歳 60万円超　 　　130万円未満 (A)－60万円

130万円以上　　410万円未満 (A)×0.75－27万円5,000円

410万円以上　　770万円未満未満の方

その年中の公的年金等の収入金額(A) 所得金額になおす計算式

申告書の提出 本 人 控除対象配偶者の有無等 ➌母子の名称のつく次の年金

有 無 老年者 有 無
老人控除対象

770万円以上　　1,000万円未満 (A)×0.95－145万円5,000円

源 泉 徴 収 額
支払った金額

➋遺族の名称のつく次の年金

年金 * * * * * * 遺族基礎年金・遺族厚生年金・遺
族年金・遺族共済年金

年金所得の方
次の年金は、非課税のため収入と
して扱いません。●公的年金等の源泉徴収票

➊障害の名称のつく次の年金

令和7年分公的年金等の源泉徴収票
郵 便 は が き

障害基礎年金・障害厚生年金・障
害年金・障害共済年金

種別 支払金額
令和2年中に

母子年金・準母子年金
配偶者の有無

➍そのほか次のような年金

遺児年金・寡婦年金・老齢福祉年
金

この他でも非課税の年金は計算の
対象になりません。

受給者の年齢



（1） …… （別紙）正式の用紙にて再度提出

(2) 

(3) 

(4) …… 入居する方全員分

（5） …… ○入居する方全員分（住民票謄本）※ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ提出により省略可

○婚約で申し込みの場合は、それぞれ１通ずつ

（6） …… ○下表参照。申込本人及び同居者・婚約者それぞれに

ついて必要です。

（7） …… １月１日に住民票をおいていた市町村で取得できます。

未納のある方は失格となります。

(8) …… 現在お住まいの市町村で取得できます。

未納のある方は失格となります。

現在の勤務先に前々年

の12月以前から引き続

き勤務している方

前々年の12月以前から

事業を始められた方

前 年 の 1 月 以 降 に

事業を始められた方

修 繕 合 意 書

の方 ※入居申込時は就職しているが、契約するまでに退職することが

　 確実な方は「退職見込証明書」が必要です。

－ 12 －

事
業
所
得
者

①前年度分の課税明細書、又は控除明細のある所得証明書

②所轄税務署が受理した確定申告書控えの写し

①収支明細書の写し及び帳簿の写し

②所轄税務署が受理した確定申告書控えの写し

収
入
の
な
い
方

申込者及び同居者（18歳以 　　前年度の非課税証明書又は退職証明書、又は離職票の写し

上）・婚約者が無職無収入

申
込
者
も
し
く
は
同
居
者
で
収
入
の
あ
る
方

 年金所得者
①前年度分の課税明細書、又は控除明細のある所得証明書

②恩給、年金等の証明書の写し

現在の勤務先に前年の
1月以降に就職された方 ①給与支払証明書

給
与
所
得
者

勤務先証明書

①前年度分の課税明細書、又は控除明細のある所得証明書

②前年分の源泉徴収票の写し

勤務先証明書

区　　　　　　　　　　分 提　　　出　　　書　　　類

又 は 未 納 の な い 証 明 書

当選後に提出していただく書類について

◎全ての世帯に共通する提出書類

町 営 住 宅 入 居 申 込 書

住 民 票

世帯各自の所得に関する書類

(所得証明書・源泉徴収票等）

納 税 証 明 書

水道料金・下水道使用料領収済証明書

(申込者が支払っている場合）

◎世帯各自の所得に関して必要な書類　　　　　　　　　　（①②はいずれか１つ）

個人番号（マイナンバー）

入 居 誓 約 書



(1) 町 営 住 宅 入 居 請 書 …… 連 帯 保 証 人 ２ 名 を た て て 、 ４ 通 作 成 し て い た だ き ま す 。

（※原則として、町内に居住し独立して生計を営み、町長が

適当と認める方となります。また、税金等の未納がある方や

非課税所得の方は保証人になれませんのでご注意ください。）

(2) 保 証 承 諾 書 …… ４通作成していただきます。

(3) 保 証 人 の 住 民 票 抄 本 …… 住民票を置いている住所地の役場で取得してください。

(4) 保 証 人 の 印 鑑 証 明 書 …… 「町営住宅入居請書」及び「保証承諾書」には、実印を押印して

いただきます。

(5) 保 証 人 の 納 税 証 明 書 …… 税金等の未納がある方は、保証人にはなれません。（未納のない証明）

(6) 保 証 人 の 所 得 証 明 書 …… 前年分の源泉徴収票の写し、もしくは市町村長が発行する

所得証明書。

（※保証能力があるかを審査します。）

(7) 身 元 引 受 承 諾 書 ……

◎その他状況により必要とする書類

提　　　　　出　　　　　書　　　　　類

「婚姻の予約を証する書類」…地域整備課に用意していま
す。(入居後３か月以内に入籍後、戸籍謄本１通を提出してく
ださい。)

戸籍謄本

「身体障害者手帳」・「精神障害者保健福祉手帳」・「療育手
帳」または「戦傷病者手帳」の写し

福祉事務所からの証明書

特別手当証書、被爆者手帳の写し

引揚証明書

生活保護世帯

原子爆弾被爆者

海外からの引揚者

　(注)　　仮入居申込書提出時に、すでに提出している書類については提出不要です。

◎保証等に関する書類

区　　　　　　　　　　　　　　分

婚約中の方の申込みの場合

母子・父子・単身世帯

身障者又は戦傷病者

単身で入居される方または、同居者が未成年者のみの方につ
きましては、身元引受人が１名必要になります。引受者の印鑑
証明を添付してください。（保証人と同一の場合、印鑑証明の
添付は不要です。）

　　（敷金は、入居時の家賃３か月分です。）

　　なお、敷金は住宅を退去されるときに未納家賃や修繕費等と相殺し、過不足があれば返還または

　　徴収いたします。

－ 13 －

　(注)　「退職見込証明書」を提出した方は、契約時に退職証明書を提出していただきます。

　(注)　保険外交員の方は、12か月分の外交員報酬を申告してからの申込みとなります。

◎敷金について

　　「入居許可書」の発行日から１０日以内に、敷金を納入していただきます。



⑴ 条 例 第 １ ６ 条 の 規 定 に よ り 、 毎 年 ７ 月 に 「 収 入 申 告 書 」 を 送 付 し ま す の で 、 記 入 後

大河原町役場地域整備課まで提出してください。世帯の収入と各住宅の規模・立地条件

・建設時からの経過年数など、公営住宅法に基づき翌年度の家賃を決定します。

⑵ 「 収 入 申 告 書 」 は 必 ず 提出 して いた だき ます 。も し提 出が ない 場合 、近 傍同 種の 住宅

の家賃（民間賃貸住宅とほぼ同程度の家賃）がかかることになります。

⑶ 家 族 に 異 動 （ 出 生 、 死 亡 、 転 出 等 ） が あ っ た 場 合 、 町 民 生 活 課 の ほ か 必 ず

地域整備課にも届け出が必要となります。（家賃額が変わることがあります。）

入居後の家賃及び収入報告等について

ー 14 ー



メ　モ


